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厚生・産業常任委員会 資料１ 

令 和 ５ 年 ( 2 0 2 3 年 ) ３ 月 1 0 日 

商 工 観 光 労 働 部 



単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

【商工政策課】 

 

商工労働行政推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△   22,250 

       (979,206) 

 

国 △    12,512 

 

財     3,135 

 

繰 △   2,583 

 

○一  △   10,290 

 

 

 

 

重１ 滋賀ウォーターバレー・水環境ビジネス推進事業  △13,797 

産学官民連携のプラットフォームである「しが水環境ビジネス

推進フォーラム」の活動を基盤に、県内企業の海外でのビジネス

展開を図るための実証試験や販路拡大等を支援する。 

 

38,842 → 25,045 

補助金の実績見込み等による減額 

 

重２ 近未来技術等社会実装推進事業           △2,902 

滋賀県内をフィールドに、企業等による５Ｇ、ＡＩ、自動運転、

ドローン、水素をはじめとするＣＯ２ネットゼロに資する技術な

どの社会実装や事業化に向けた取組を支援し、本県経済の活性化

を図る。 

 

99,940 → 97,038 

補助金の実績見込み等による減額 

 

感３ 海外展開チャレンジ支援事業                    △2,213 

県内企業の海外展開を後押しするため、ジェトロ滋賀貿易情報

センター等と連携し、海外の販路開拓、拠点の設置、サプライチ

ェーンの構築等の新たな取組に必要な経費の助成を行う。 

 

16,500 → 14,287 

補助金の実績見込み等による減額 

 

４ 事業継続支援事業                 △1,200 

感染拡大の影響を受けた事業者の事業継続を支援するため、国

の「事業復活支援金」の受給者を対象として、事業継続支援金を

上乗せして支給する。 

 

537,399 → 536,199 

支援金の給付実績による減額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

中小企業支援事業普

及費 

 

 

△   50,677 

      (2,839,356) 

 

国  △   50,677 

 

 

１ 電子割引券発行による中小・小規模事業者応援事業 △50,677 

県内の小売・サービス事業者の店舗で利用できる電子割引券の

発行により、県内消費を喚起し、地域経済の活性化を図る。 

 

2,839,356 → 2,788,679 

割引原資および委託料の実績見込みによる減額 

 

【中小企業支援課】 

 

商工会・商工会議所活

動強化費 

 

 

 

 

 

△    33,420 

      (1,529,403) 

 

国     65,209 

 

○一  △    98,629 

 

 

 

１ 小規模事業経営支援事業費補助金                 △28,879 

商工会、商工会議所および商工会連合会が小規模事業者のため

に行う経営改善普及事業等に要する経費に対して助成する。 

 

1,446,565 → 1,417,686 

    補助金の実績見込みによる減額 

 

 

感２ 小規模事業者等への支援策周知事業         △4,491 

    小規模事業者等に対し各種支援策の周知を図るため、商工会議

所等経済団体において、事業実施に必要な人員を雇用する。 

 

69,700 → 65,209 

補助金の実績見込みによる減額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

中小企業金融対策費 

 

△ 4,797,874 

    (33,533,088) 

 

国 △  166,904 

 

繰 △   6,531 

      

諸  △ 4,250,000 

        

○一 △   374,439 

 

感１  中小企業振興資金貸付金            △4,250,000 

        中小企業の経営基盤の強化とその振興発展を目的とする制度

融資の円滑な運営を図るため、各金融機関に貸付資金の原資の一

部を預託する。 

 

    30,389,000 → 26,139,000 

    預託金の実績による減額 

 

 

２  中小企業振興資金損失補償費                △40,915 

   中小企業振興資金のうち県が損失補償をしている資金につい

て、滋賀県信用保証協会が代位弁済したことにより受けた損失額

を補填する。 

 

（負担金補助及び交付金（市町）） 

19,513 → 265 

（補償補填及び賠償金） 

     23,108 → 1,441 

   損失補償金の実績による減額 

 

 

感３  中小企業振興資金保証料軽減補助事業       △317,453 

   中小企業者等の保証料負担を軽減するため、滋賀県信用保証協

会に対し補助金を交付する。 

 

      372,858 → 55,405 

   補助金の実績見込みによる減額 

 

 

 感４ 中小企業振興資金利子補給事業            △189,344 

    新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が落ち込ん

だ中小企業者等の借入に伴う利子を補助する。 

 

        2,725,308 → 2,535,964 

        補助金の実績見込みによる減額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

【モノづくり振興課】 

 

工業立地指導対策費 

 

 

 

△   114,237 

(584,464) 

 

国  △    38,506 

 

繰 △   5,830 

 

○一  △    69,901 

 

 

 

 

１ 企業立地推進事業                             △65,527 

 

  (1) 「Made in SHIGA」企業立地助成金             △40,000 

 滋賀県経済の活性化を図るため、今後の成長が見込まれる 

産業分野における企業の本社機能、研究開発拠点、マザー工 

場などの新規立地や県内工場等の増設に対し、その費用の一 

部を助成する。 

 

355,658 → 315,658 

         助成金の指定をした企業の計画の変更による減額 

 

 

    （2） 企業立地促進応援パッケージ            △25,155 

 立地企業への継続的なフォローを行うサポートや、操業後 

の課題解決に向けた取組に要する経費の一部への助成等によ 

り、県内への新規立地や再投資等を促進する。 

           

 60,357 → 35,202 

      補助金の実績見込みによる減額 

 

 

２ 産業用地開発事業                △10,000 

産業用地開発に取り組む市町に対し、無利子貸付を行い、市町

と連携して産業用地を確保し、製造業に加え、データセンターや

次世代物流施設等の幅広い分野を視野に入れた企業立地の促進

につなげる。 

 

10,000 → 0 

貸付金の実績見込みによる減額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

滋賀の新しい産業づ

くり推進事業費 

 

△    24,985 

(183,248) 

 

繰  △    13,172 

 

起  △    10,300 

 

○一  △     1,513 

 

 

１ プロジェクトチャレンジ支援事業          △19,203 

製品の高付加価値化、新分野への進出、新産業の創造等を支援

するため、県内中小企業者等が行う技術開発に必要な経費の一部

を助成する。また、ＣＯ２ネットゼロに貢献する取組に限定した

「ＣＯ２ネットゼロ枠」により、ＣＯ２削減につながる技術開発

を積極的に支援する。 

 

56,058 → 36,855 

補助金の実績見込みによる減額 

 

東北部工業技術セン

ター運営費 

 

   294,463 

(468,034) 

 

国       66,038 

 

使 △    394 

 

繰          6 

 

起       83,500 

 

○一       145,313 

 

長１  庁舎整備費                       295,423 

東北部工業技術センター更新事業において、ＰＦＩ事業の実施

に向け、実施方針の策定から事業者との契約締結に至るまでの一

連の業務について、アドバイザーの専門的見地から包括的支援を

受ける。また、庁舎更新に係る用地を取得する。 

 

440,584 → 736,007 

国補正予算を活用した新庁舎整備費の増 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

【労働雇用政策課】 

 

商工労働行政推進費 

 

 

 

 

 

△   13,512 

(76,314) 

 

国 △    12,962 

           

○一 △     550 

 

 

 

重１ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業        △13,512 

中小企業の経営課題の解決に必要となる専門人材の確保に向

けたマッチングや定着を支援するとともに、原油価格・物価高

騰の影響を受けた企業の専門人材の確保に要する経費に対して

助成する。 

 

76,314 → 62,802 

事業の実績見込みによる減額 

 

 

仕事と家庭両立支援

促進費 

 

△     1,139 

（17,900） 

 

○一 △     1,139 

 

重１ 中小企業働き方改革推進事業              △939 

働き方改革に取り組もうとする企業のサポート診断や提案を

行うことにより、中小企業者等における計画的な働き方の改革を

促進する。 

 

2,900 → 1,961 

事業の実績見込みによる減額 

 

 

雇用安定対策費 

 

△    23,214 

(241,033) 

 

国        763 

 

○一 △    23,977 

 

１ 地域就職氷河期世代活躍支援事業           △5,158 

市町が地域の実情に応じて行う就職氷河期世代支援事業に対

して助成する。 

 

11,283 → 6,125 

事業の実績見込みによる減額 
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単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（現計予算額） 

説            明 

 

 

 

 

  

重２ 移住就業支援事業                 △17,653 

東京圏から県内に移住し対象中小企業に就業した者等に、移住

支援金を交付する市町に対して助成する。 

 

25,480 → 7,827 

事業の実績見込みによる減額 

 

 

【観光振興局】 

 

観光振興推進費 

 

 

 

 

 

 

260,696 

(3,594,447) 

 

国     1,106,525 

 

○一 △   845,829 

 

 

 

 

 

重１  国際観光推進事業                                △6,221 

外国人観光客に支持される観光素材の磨き上げや商品化によ

る受入体制整備を推進するとともに、インバウンド誘客向けの拠

点を活用したＰＲ等を実施する。 

 

33,578 → 27,357 

コロナ禍等に伴う事業規模縮小による減額  

 

感２ 「今こそ滋賀」観光推進事業                     285,072 

   

(1)  「今こそ滋賀を旅しよう！」宿泊周遊キャンペーン事業 

285,072 

県内への旅行へ補助を実施し、旅行需要を喚起することで、

宿泊や観光周遊を促進する。 

 

2,937,871 → 3,222,943 

県内観光関連産業の支援に係る補助金の増額 
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